
表Ⅳ－１　　土壌汚染対策地域の指定及び対策計画策定状況（全国）

平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日

 法第２９条第１項に基づく対策地域の指定件数 0    

 法第３１条第１項に基づく対策計画の策定件数 0    

 法第３２条第１項に基づく対策計画の変更件数 0    

平成２３年３月３１日現在

 対策地域指定件数（累計） 5    

 対策事業実施中の指定対策地域数 1    

 対策事業を完了し対策地域の指定が解除された件数（累計） 3    

表Ⅳ－２　　報告徴収及び立入検査等件数（土壌関係－全国）

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

事業場数 件　数

法第３４条第１項に基づく報告徴収件数 0    0    

法第３４条第１項に基づく立入検査件数 0    0    

法第３４条第１項に基づく立入検査に伴う測定件数 0    0    
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表Ⅳ－３（a）　　法第３４条第１項に基づく立入検査の実施状況
　　（特定事業場種類別－都道府県別）

事業場数 件　数 事業場数 件　数 事業場数 件　数

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

注）土壌のダイオキシン類による汚染により人の健康に係る被害が生じることを防止するため

　　におこなった立入検査の件数

大気基準適用施設のみ
を設置する事業場

水質基準対象施設のみ
を設置する事業場

大気基準適用施設
及び水質基準対象施設
を設置する事業場
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表Ⅳ－３（b）　　法第３４条第１項に基づく立入検査の実施状況
　　（特定事業場種類別－政令市別）

事業場数 件　数 事業場数 件　数 事業場数 件　数

札幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

相模原市

新潟市

静岡市

浜松市

名古屋市

京都市

大阪市

堺市

神戸市

岡山市

広島市

北九州市

福岡市

函館市

旭川市

青森市

盛岡市

秋田市

郡山市

いわき市

宇都宮市

前橋市

川越市

船橋市

柏市

横須賀市

富山市

金沢市

長野市

岐阜市

豊橋市

岡崎市

豊田市

大津市

高槻市

東大阪市

姫路市

尼崎市

西宮市

奈良市

和歌山市

倉敷市

福山市

下関市

高松市

松山市

高知市

久留米市

長崎市

熊本市

大分市

宮崎市

鹿児島市

合　計 0 0 0 0 0 0
注）土壌のダイオキシン類による汚染により人の健康に係る被害が生じることを防止するため

　　におこなった立入検査の件数

大気基準適用施設のみ
を設置する事業場

水質基準対象施設のみ
を設置する事業場

大気基準適用施設
及び水質基準対象施設
を設置する事業場
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